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第15期決算公告 

 

貸 借 対 照 表 

(2022年５月31日現在) （単位：千円） 
 

科    目 金   額 科    目 金   額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

貯 蔵 品 

立 替 金 

前 払 費 用 

未 収 還 付 法 人 税 等 

未 収 還 付 消 費 税 等 

  

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

著 作 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

投資その他の資産 

敷 金 及 び 保 証 金 

 
 

534,157 

469,059 

11,000 

773 

60 

5,317 

41,580 

6,365 

    

37,041 

7,205 

5,068 

2,136 

432 

162 

270 

29,403 

29,403 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

  

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

 
 

51,168 

3,850 

21,354 

787 

90 

25,086 

 

714 

714 

負 債 合 計 51,882 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 
 

519,316 

100,000 

419,316 

25,000 

394,316 

394,316 

純 資 産 合 計 519,316 

資 産 合 計 571,198 負 債 ・ 純 資 産 合 計 571,198 
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個別注記表 
 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準および評価方法 

 貯 蔵 品……… 先入先出法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産……… 定率法（ただし、建物附属設備については定額法）を採

用しております。 

なお、耐用年数は以下の通りであります。 

建物附属設備 10年～15年

工具、器具及び備品 ４年～10年 
 無 形 固 定 資 産……… 社内における利用可能期間に基づき定額法によっており

ます。 

なお、耐用年数は以下の通りであります。 

自社利用のソフトウエア ５年

 

(3) 引当金の計上基準 

 賞 与 引 当 金………従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来

の支給見込み額のうち、当事業年度末までに発生してい

ると認められる額を計上しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

 当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業はＭ＆Ａ仲介事業であります。顧客は大

きく譲渡企業と譲受企業に分かれますが、その双方から成功報酬のみを受領しております。 

 成功報酬は、譲渡企業・譲受企業ともに、双方にて株式譲渡契約書等の締結後、当該Ｍ＆Ａ取引

がクロージングした時に収益を認識しております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 消 費 税 等 の 処 理 方 法……… 税抜方式によっております。 

 

 

2. 貸借対照表に関する注記  

  有形固定資産の減価償却累計額 3,874千円

 

 

3. 税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

一括償却資産 204千円 

繰越欠損金 1,838千円 

繰延税金資産合計 2,043千円 

繰延税金負債  

未収還付事業税 △2,757千円 

繰延税金負債合計 △2,757千円 

繰延税金負債の純額 △714千円 

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別内訳 
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法定実効税率 34.59％ 

（調整）  

法人住民税均等割 3.21％ 

繰戻還付税額 △58.54％ 

繰越欠損金 67.15％ 

寄付金等永久に損金に算入されない項目 36.92％ 

評価性引当金の増減 21.14％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 104.47％ 

 

 

4. １株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 259円 66銭

 １株当たり当期純損失 △13銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

するものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、また、１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

 

 

5. 当期純損益金額 

△251千円 


